
 

 

国立大学法人東京医科歯科大学受託研究等取扱規則 

 

平成１６年４月１日  

規 則 第 ７ ８ 号  

 

第１章 総則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人東京医科歯科大学（以下「本学」という。）における

受託研究、治験、共同研究、寄附金、研究助成金（以下「受託研究等」という。）の取

扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 （受入基準） 

第２条 受託研究等は、本学の教育研究及び東京医科歯科大学病院（以下「病院」という。）

の臨床研究に有意義であり、業務に支障を来すおそれがないと認められる場合に限り、

実施できるものとする。 

 

 （定義） 

第３条 この規則において「受託研究」とは、本学以外の法人（以下「法人」という。）

からの委託を受けて本学において業務として行う研究で、これに要する経費を当該法人

が負担するものをいう。 

２ この規則における「治験」とは、病院における受託研究で被験者を対象とした医薬品

・医療機器の臨床研究をいう。 

３ この規則における「共同研究」とは、本学の教員が法人に属する研究者と共通の課題

につき共同して行う研究で本学において当該法人から研究者及び研究経費等を受入れる

ものをいう。 

４ この規則において「寄附金」とは、学術研究の奨励及び教育研究・診療活動の支援を

目的とする経費に充てるべきものとして、法人及び個人から受入れる金銭及び有価証券

をいう。 

５ この規則において「研究助成金」とは、法人への応募申請に対し、採択によって当該

法人から研究のために交付される金銭をいう。ただし、国及びこれに準ずる機関から交

付される競争的資金を除く。 

６ この規則において「知的財産権」とは、国立大学法人東京医科歯科大学職務発明規程

第２条第３号ア、イ、ウ、エに掲げるものをいう。 

７ この規則において研究担当者とは、受託研究、共同研究、寄附金又は研究助成金の各

資金において主に研究を実施する者をいう。 

８ この規則において、研究責任者とは、研究担当者の属する分野等の責任者をいう。 

９ この規則において、治験責任医師とは、治験を実施する医師又は歯科医師をいう。 

１０ この規則において戦略的産学連携経費とは、受託研究、治験、共同研究等におい

て直接経費及び間接経費のほかに、知的財産管理や支援人材の経費など、中長期的な大

学の研究・産学連携の基礎力を支えるための経費として、相手企業等との協議により設

定するものをいう。 

 

第２章 受託研究 



 

 

 

 （申込み） 

第４条 受託研究（治験を除く。以下この章において同じ。）の申込みをしようとする者

（以下「委託者」という。）は、研究担当者及び研究責任者と事前に協議の上、受託研

究申込書に所定事項を記載し、原則として研究開始日の１か月前までに学長に提出する

ものとする。 

 

 （受入れの決定） 

第５条 学長は、受託研究申込書に基づき、統合研究機構もしくは統合イノベーション機

構による審査を経て、研究の意義、業務への支障の有無等を総合的に判断し、受託研究

の受入れの可否を決定する。 

２ 学長は、必要に応じ当該受託研究に関係する研究担当者、研究責任者及び関連委員会

等の意見を聴くことができる。 

 

 （受入等の通知） 

第６条 学長は、前条により受入れの可否を決定したときは、受入れの可否を速やかに委

託者に通知するものとする。 

 

 （契約締結） 

第７条 学長は、受託研究の受入れを決定したときは、速やかに受託研究契約書により委

託者と受託研究契約を締結するものとする。 

 

 （研究期間） 

第８条 受託研究の契約期間は、原則として３か月以上で５年を超えないものとする。 

 

 （受託研究費の納入及び受入） 

第９条 委託者は、受託研究費を受託研究契約書に定める期日までに、本学に納入しなけ

ればならない。 

２ 本学で受入れる受託研究費の収益勘定科目は、受託研究等収益とする。 

３ 原則として、一旦納入した受託研究費は返還しないものとする。 

 

 （受託研究費の額等） 

第１０条 受託研究費の額は、研究担当者による研究に必要な直接経費の額と本学の管理

等に必要な間接経費相当の合計額とする。 

２ 間接経費は、直接経費の３０％に相当する額とする。ただし、これにより難い場合は、

双方協議のうえ、その率を変更することができるものとする。 

３ 第１項に係わらず、双方協議のうえ、戦略的産学連携経費を設定できるものとする。

この場合、戦略的産学連携経費を直接経費の２４％に相当する額とする。ただし、これ

により難い場合は、双方協議のうえ、その率を変更できるものとし、別に定めることが

できる。 

 

 （契約の解除又は変更等） 

第１１条 本学は、次の各号のいずれかに該当するときは、受託研究を中止し契約を解除

することができる。 

 (1) 委託者が受託研究費を定められた期日までに本学に納付しなかった場合 



 

 

 (2) 天災その他やむを得ない事由により、受託研究の遂行が困難となった場合 

２ 本学は、次の各号のいずれかに該当するときは、受託研究の契約を変更することがで

きる。 

 (1) 受託研究の遂行上、研究費の額を増額する必要が生じた場合 

 (2) 受託研究の遂行上、期間変更を必要と認める場合 

 (3) 天災その他やむを得ない事由により、受託研究の遂行が困難となった場合 

 

 （支出） 

第１２条 受託研究費は、当該研究の目的達成のため必要かつ適正と認められるものに支

出するものとする。 

 

 （取得設備） 

第１３条 受託研究費により本学が取得した設備等は委託者に返還しないものとする。 

 

 （知的財産権の帰属等） 

第１４条 受託研究による発明等に係る知的財産権は、原則として本学に帰属するものと

する。ただし、受託研究契約時に本学と委託者との協議により、その知的財産権の一部

又は全部を委託者に帰属するものとすることができる。 

 

 （研究成果報告） 

第１５条 本学は、受託研究が終了したときは、契約に定める期限までに研究経費の支出

実績を含めた研究成果報告書を委託者に提出するものとする。 

 

 （秘密の保持） 

第１６条 本学又は委託者は、受託研究において知り得た一切の情報を相手方の書面によ

る事前の同意なしに第三者に開示してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合は、この限りではない。 

 (1) 既に公知の情報であるもの 

 (2) 第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報であるもの 

 (3) 相手方から当該情報を入手した時点で、既に保有していた情報であるもの 

 (4) 相手方から知り得た情報によらないで、独自に創出又は発見したことが書面により

立証できるもの 

 (5) 他の規則等に別段の定めがあるもの 

 

 （著作者人格権） 

第１７条 研究担当者は、受託研究に基づき得られた著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）

第２条第１項第１０号の２に規定するプログラム及び同項第１０号の３に規定するデー

タベースについて、著作権法第１８条から第２０条に規定する著作者人格権を行使しな

い。 

２ 受託研究契約書に定められ、契約相手方に納入する著作物については、著作者は本

学とし、本学はその著作権及び著作者人格権を保有する。 

 

 （研究成果の公表） 

第１８条 本学は、前条の規定にかかわらず、受託研究の成果を公表するものとする。た

だし、その公表が委託者の業務に支障を生じるおそれがあると認められる場合は、この



 

 

限りではない。 

 

 （適用除外） 

第１９条 本学は、次の各号のいずれかに該当する場合は、本規則の一部を当該受託研究

又は委託者に適用しないことができる。 

 (1) 受託研究が国、地方公共団体等からの委託又は再委託である場合 

 (2) その他、特別な事情がある場合 

 

 （事務） 

第２０条 受託研究の契約に関する事務は統合研究機構事務部もしくは統合イノベーショ

ン機構事務部、経理に関する事務は、財務部財務企画課及び財務経理課において処理す

る。 

 

第３章 治験 

 

 （申込み） 

第２１条 治験の申込みをしようとする者（以下「治験依頼者」という。）は、治験依頼

書に所定事項を記載し、原則として、次条に規定する審査を希望する月の前月末までに

治験責任医師の所属する診療科（部）長の承認を得て、病院長に提出するものとする。 

 

 （受入れの決定） 

第２２条 病院長は、治験依頼書に基づき、治験に関する審査委員会の審査を経て、教育

研究の意義、業務への支障の有無等を総合的に判断し、治験の受入れの可否を決定する。 

２ 病院長は、必要に応じ当該治験に関係する治験責任医師、診療科（部）長及び関連委

員会等の意見を聴くことができる。 

 

 （受入等の通知） 

第２３条 病院長は、前条により受入れの可否を決定したときは、治験の受入れの可否を

速やかに治験責任医師及び治験依頼者に通知するものとする。 

 

 （契約締結） 

第２４条 病院長は、治験の受け入れを決定したときは、速やかに治験契約書等により治

験依頼者と受託研究契約を締結するものとする。 

 

 （研究期間） 

第２５条 治験の契約期間は、原則として３か月以上で５年を超えないものとする。 

 

 （治験研究費の納入及び受入） 

第２６条 治験依頼者は、治験に要する経費（以下「治験研究費」という。）を治験契約

書に定める期日までに、本学に納入しなければならない。 

２ 本学で受入れる治験研究費の収益勘定科目は、受託研究等収益とする。 

３ 原則として、一旦納入した治験研究費は返還しないものとする。 

 

 （治験研究費の額等） 

第２７条 治験研究費の額は、直接経費と本学の管理等に必要な間接経費相当額の合計額



 

 

とする。 

２ 直接経費から謝金、被験者負担の軽減費、管理的経費を控除したものを、予算責任者

を経て治験責任医師に予算配分する。 

３ 間接経費は、直接経費の３０％に相当する額とする。ただし、国、地方公共団体等か

ら委託された治験で、これにより難い場合は、この限りではない。 

４ 第１項に係わらず、双方協議うえ、戦略的産学連携経費を設定できるものとする。こ

の場合戦略的産学連携経費を直接経費の 24％に相当する額とする。ただし、これにより

難い場合は、双方協議のうえ、その率を変更できるものとし、別に定めることができる。 

 

 

 （支出） 

第２８条 治験研究費は、当該治験の目的達成のため必要かつ適正と認められるものに支

出するものとする。 

 

 （取得設備） 

第２９条 治験研究費により本学が取得した設備等は治験依頼者に返還しないものとす

る。 

 

 （知的財産権の帰属等） 

第３０条 治験による発明等に係る知的財産権は、原則として本学に帰属するものとする。

ただし、治験に係る受託研究契約時の本学と治験依頼者の協議により、その知的財産権

の一部又は全部を治験依頼者に帰属するものとすることができる。 

 

 （研究終了報告） 

第３１条 本学は、治験が終了したときは、契約に定める方法により治験依頼者に報告す

るものとする。 

 

 （事務） 

第３２条 治験の契約に関する事務は病院事務部総務課、経理に関する事務は病院管理課

において処理する。 

 

 （製造販売後臨床試験への準用） 

第３２条の２ この章の規定は、製造販売後臨床試験について準用する。この場合におい

て、同章中「治験」とあるのは「製造販売後臨床試験」と読み替えるものとする。 

 

第４章 共同研究 

 

 （申込み） 

第３３条 共同研究の申込みをしようとする者（以下「法人の代表者」という。）は、研

究担当者及び研究責任者と事前に協議の上、共同研究申込書に所定事項を記載し、原則

として研究開始日の１か月前までに学長に提出するものとする。 

 

 （受入れの決定） 

第３４条 学長は、共同研究申込書に基づき、統合イノベーション機構による審査を経て、

研究の意義、業務への支障の有無等を総合的に判断し、共同研究及び共同研究員の受入



 

 

れの可否を決定する。 

２ 学長は、必要に応じ当該共同研究に関係する研究担当者、研究責任者及び関連委員会

等の意見を聴くことができる。 

 

 （受入等の通知） 

第３５条 学長は、前条により受入れの可否を決定したときは、受入れの可否を速やかに

法人の代表者に通知するものとする。 

 

 （契約締結） 

第３６条 学長は、共同研究の受入れを決定したときは、速やかに共同研究契約書により

法人と共同研究契約を締結するものとする。 

 

 （研究期間） 

第３７条 共同研究の契約期間は、原則として３か月以上で５年を超えないものとする。 

 

 （共同研究費等の納入及び受入） 

第３８条 法人は、共同研究費及び共同研究員費（以下「共同研究費等」という。）を共

同研究契約書に定める期日までに、本学に納入しなければならない。 

２ 本学で受入れる共同研究費等の収益勘定科目は、受託研究等収益とする。 

３ 原則として、一旦納入した共同研究費等は返還しないものとする。 

 

（共同研究員） 

第３８条の２ 共同研究員は、第３６条の共同研究契約書で定める研究に従事するもの

とする。 

２ 共同研究員は、所定の手続きを経て、研究活動に必要な本学の施設、設備等を使用

することができる。この際、当該共同研究に関係する研究責任者は、必要な手続き等

について指導しなければならない。 

３ 共同研究員の受入期間は、共同研究契約書で定める契約期間とする。 

 

（共同研究員の資格） 

第３８条の３ 共同研究員となることのできる者は、次の各号のいずれかを満たすもの

とし、共同研究の申込時に、別に定める様式（共同研究員申請書及び履歴書）を提出

するものとする。 

（１）博士の学位を有していること 

（２）共同研究の遂行に十分な研究能力を有していること 

 

 （共同研究費等の額等） 

第３９条 共同研究費等の額は、研究担当者による研究に必要な直接経費の額と本学の管

理等に必要な間接経費相当額の合計額とする。 

２ 間接経費は、直接経費の３０％に相当する額とする。ただし、これにより難い場合は、

双方協議のうえ、その率を変更できるものとする。 

３ 第１項に係わらず、双方協議のうえ、戦略的産学連携経費を設定できるものとする。

この場合、戦略的産学連携経費を直接経費の２４％に相当する額とする。ただし、これ

により難い場合は、双方協議のうえ、その率を変更できるものとし、別に定めることが

できる。 



 

 

４ 共同研究員費の額は一人当たり１カ月につき、３５，０００円に消費税及び地方消費

税を加算した金額とする。 

 

 （契約の解除又は変更等） 

第４０条 本学は、次の各号のいずれかに該当するときは、共同研究を中止し契約を解除

することができる。 

 (1) 法人が共同研究費等を定められた期日までに本学に納付しなかった場合 

 (2) 天災その他やむを得ない事由により、共同研究の遂行が困難となった場合 

２ 本学は、次の各号のいずれかに該当するときは、共同研究の契約を変更することがで

きる。 

 (1) 共同研究の遂行上、研究費の額を増額する必要が生じた場合 

 (2) 共同研究の遂行上、期間変更を必要と認める場合 

 (3) 天災その他やむを得ない事由により、共同研究の遂行が困難となった場合 

 

 （支出） 

第４１条 共同研究費等は、当該研究の目的達成のため必要かつ適正と認められるものに

支出するものとする。 

 

 （取得設備） 

第４２条 共同研究費等により本学が取得した設備等は法人に返還しないものとする。 

 

 （知的財産権の帰属等） 

第４３条 共同研究による発明等に係る知的財産権の持分については、本学又は法人に帰

属する研究担当者の貢献に応じて本学と法人との協議の上定めるものとする。 

 

 （研究実績報告） 

第４４条 本学は、共同研究が終了したときは、契約に定める期限までに研究成果を含め

た実績報告書を法人に提出するものとする。 

 

 （秘密の保持） 

第４５条 本学又は法人は、共同研究において知り得た一切の情報を相手方の書面による

事前の同意なしに、第三者に開示してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合は、この限りではない。 

 (1) 既に公知の情報であるもの 

 (2) 第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報であるもの 

 (3) 相手方から当該情報を入手した時点で、既に保有していた情報であるもの 

 (4) 相手方から知り得た情報によらないで、独自に創出又は発見したことが書面により

立証できるもの 

 (5) 他の規則等に別段の定めがあるもの 

 

（著作者人格権） 

第４６条 研究担当者は、共同研究に基づき得られた著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）

第２条第１項第１０号の２に規定するプログラム及び同項第１０号の３に規定するデー

タベースについて、著作権法第１８条から第２０条に規定する著作者人格権を行使しな

い。 



 

 

２ 共同研究契約書に定められ、契約相手方に納入する著作物については、著作者は本

学とし、本学はその著作権及び著作者人格権を保有する。 

 

 （研究成果の公表） 

第４７条 本学は、前条の規定にかかわらず、共同研究の成果を公表する。ただし、その

公表が法人の業務に支障を生じるおそれがあると認められる場合は、この限りではない。 

 

 （適用除外） 

第４８条 本学は、次の各号のいずれかに該当する場合は、本規則の一部を当該共同研究

又は法人に適用しないことができる。 

 (1) 国、地方公共団体等との共同研究である場合 

 (2) その他、特別な事情がある場合 

 

 （事務） 

第４９条 共同研究の契約に関する事務は統合イノベーション機構事務部、経理に関する

事務は財務部財務企画課及び財務経理課において処理する。 

 

第５章 寄附金及び研究助成金 

  

 （申込み） 

第５０条 寄附の申込みを行う者（以下「寄附者」という。）及び研究助成金を交付する

者（以下「助成者」という。）は、寄附金申込書に所定事項を記載し、学長に提出する

ものとする。ただし、研究助成金については、採択の結果が記載された通知書をもって

寄附金申込書に代えることができるものとする。 

 

（個人経理の禁止） 

第５１条 本学職員個人が寄附金及び助成金（以下「寄附金等」という。）を直接受領し

た場合は、本学に寄附しなければならない。 

 

（受入制限） 

第５２条 次の各号に掲げる条件が附されている寄附金等は、受け入れることができない。 

 (1) 寄附金等により取得した財産を無償で寄附者及び助成者に譲渡すること。 

(2) 寄附金等による教育研究の結果得られた知的財産権を寄附者及び助成者に譲渡し、

又は使用させること。 

 (3) 寄附金の使用について、寄附者が会計監査を行うこと。 

(4) 寄附金等について、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３

年法律第１４０号）第３条の規定による開示請求に基づく開示を拒む場合（ただし、

個人による寄附金は除く。） 

 (5) その他学長が教育研究上支障があると認める条件 

２ 前項第４号の開示項目は別に定める。 

 

 （決定） 

第５３条 学長は、寄附金申込書に基づき、統合イノベーション機構による審査を経て、

学術研究の奨励及び教育研究・診療活動の支援への意義、業務への支障の有無等を総合

的に判断し、寄附金等の受入れの可否を決定する。 



 

 

２ 学長は、必要に応じ研究担当者、研究責任者及び関連委員会等の意見を聴くことがで

きる。 

 

 （受入等の通知） 

第５４条 学長は、前条により寄附金等の受入れを決定したときは、寄附金受入通知書を

寄附者又は助成者に送付するものとする。 

 

 （礼状の送付） 

第５５条 学長は、寄附金等が納入されたときは、礼状を寄附者又は助成者に送付するも

のとする。ただし、寄附者又は助成者の申出により、その送付を省略することができる

ものとする。 

 

 （寄附金等の納入及び受入） 

第５６条 本学で受入れる寄附金等の収益勘定科目は、寄附金収益とする。 

 

 （研究共通経費） 

第５７条 寄附金等を受け入れた場合には、研究共通経費を拠出するものとする。ただ

し、研究助成金を受入れる場合において、助成者よりその拠出を認めない旨の通知、

理由書又はこれらに準ずるものの提出があったときは、この限りでない。 

 

 （支出） 

第５８条 寄附金等は、当該寄附又は交付の目的達成のため必要かつ適正と認められるも

のに支出するものとする。 

 

（事務） 

第５９条 寄附金等の受入れに関する事務は統合イノベーション機構事務部、経理に関す

る事務は財務部財務企画課及び財務経理課において処理する。 

 

第６章 補則 

 

 （補則） 

第６０条 受託研究のうち病理組織検査、病理解剖、血液型検査を主とした血清学的検査

に関する取扱いについては、別に定める内規による。 

２ 受託研究及び共同研究のうち、臨床研究に該当するものの取扱いについては、別に定

める内規による。 

３ この規則に定めるもののほか、受託研究等の取扱いに関し必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

 この規則は、平成１６年４月１日から施行する。ただし、第３９条第１項中共同研究費

等に係る間接経費に関する部分及び同条第３項の規定は、平成１６年１０月１日から施行

する。 

附 則（平成１７年３月１８日規則第９号） 

 この規則は、平成１７年３月１８日から施行する。 

附 則（平成１７年１１月１日規則第２１号） 

 この規則は、平成１７年１１月１日から施行する。 



 

 

附 則（平成１９年３月２９日規則第５号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年８月１５日規則第３９号） 

 この規則は、平成２０年９月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年４月１日規則第２１号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年１０月３０日規則第４７号） 

この規則は、平成２１年１２月１日から施行する。ただし、第５２条第２項については、

平成２２年４月１日から適用する。 

  附 則（平成２２年３月２３日規則第３０号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年４月１５日規則第５３号） 

この規則は、平成２３年４月１５日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

附 則（平成２４年１１月６日規則第９８号） 

この規則は、平成２４年１１月６日から施行し、平成２４年８月１日から適用する。 

附 則（平成２６年３月３１日規則第１２号） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年６月１９日規則第４５号） 

この規則は、平成２６年６月１９日から施行し、平成２６年５月１日から適用する。 

附 則（平成２８年３月２２日規則第２１号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年７月３１日規則第１０８号） 

この規則は、平成２９年７月３１日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則（平成３０年７月１９日規則第５９号） 

この規則は、平成３０年７月１９日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

附 則（平成３１年３月６日規則第２０号） 

この規則は、平成３１年３月６日から施行し、平成３０年１０月１８日から適用する。 

附 則（令和４年１０月１１日規則第１６２号） 

１ この規則は、令和４年１０月１１日から施行し、令和４年１０月１日から適用する。 

２  この規則の適用日前に、既に申込みのなされた受託研究、治験及び共同研究について

は、なお従前の例による。 

附 則（令和５年３月３０日規則第１２６号） 

１ この規則は、令和５年３月３０日から施行し、令和５年３月１日から適用する。 

附 則（令和６年８月７日規則第７０号） 

この規則は、令和６年８月７日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 


